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問合せ先責任者 役職名 取締役管理部長  氏名 山本 宏之        ＴＥＬ ( 011 ) 865 － 9405 
決算取締役会開催日 平成 17年10月13日         中間配当制度の有無            有 
中間配当支払開始日 平成 - 年 - 月 - 日         単元株制度採用の有無            有(１単元 100株) 
 
１． 17年 8月中間期の業績(平成 17年 3月 1日～平成 17年 8月 31日) 
(1) 経営成績                                記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％ 

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

56,323     △0.4  
56,577     △5.3  

△227        －  
48    △94.4  

△286       －  
21    △97.3  

17年 2月期 117,178            35            26            
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間
(当期)純利益 

 百万円    ％ 円   銭 

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

2   △97.4  
88   △64.9  

0   09  
3   60  

17年 2月期 △95           △3   89  

 
 
 

 (注)①期中平均株式数 17 年 8月中間期 24,488,526 株  16 年 8月中間期 24,488,606 株  17 年 2月期 24,488,582 株 
    ②会計処理の方法の変更  有 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
 
(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円   銭 円   銭 

17年 8月中間期 

16年 8月中間期 

―――――      

5  00   

―――――

―――――
17年 2月期 ――――― 5  00   

 
(3)財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 

17年 8月中間期 
16年 8月中間期 

85,218    
84,089    

19,819    
20,003    

23.3  
23.8  

809   36  
816   83  

17年 2月期 85,421    19,735    23.1  805   92  
 (注)①期末発行済株式数 17 年 8月中間期24,488,526 株 16 年 8 月中間期24,488,606 株 17 年 2 月期 24,488,526 株

   ②期末自己株式数 17 年 8月中間期    490 株 16 年 8月中間期       410 株 17 年 2 月期     490 株 
 
２．18年 2月期の業績予想(平成17年3月 1日～平成18年 2月 28日) 

１株当たり年間配当金  売 上 高     経常利益 当期純利益 
期 末 

 百万円 百万円 百万円 円  銭 円 銭 

通   期 115,500    320    910    10  00 10  00

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)  37 円  16 銭 
 

 ※上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は、今後
様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。



（単位：百万円）

期　　別   

科　　目

％ ％ ％

Ⅰ

6,069 7,666 4,647

23 28 29

3,102 3,017 3,052

8,768 8,834 10,006

292 563 349

※２ 2,819 3,373 2,635

△ 13 △ 21 △ 14

21,061 24.7 23,462 27.9 20,705 24.2

Ⅱ

※１

※２ 13,676 11,881 13,876

※２ 7,235 6,912 7,227

1,716 1,921 1,749

22,628 26.5 20,715 24.6 22,853 26.8

(2) 6,056 7.1 5,252 6.3 5,989 7.0

(3)

※2.4 20,877 21,382 21,105

※３ 5,604 5,700 5,650

1,126 865 1,209

※２ 7,834 6,610 7,853

△ 20 △ 16 △ 21

35,423 41.6 34,543 41.1 35,796 41.9

64,108 75.2 60,511 72.0 64,638 75.7

Ⅲ 48 0.1 115 0.1 76 0.1

85,218 100.0 84,089 100.0 85,421 100.0

貸 倒 引 当 金

そ の 他

２.

３.

４.

投資その他の資産合計

現 金 及 び 預 金１.

（ 資 産 の 部 ）

２.

長 期 債 権

繰 延 税 金 資 産

長 期 差 入 保 証 金

前 中 間 会 計 期 間 末

売 掛 金

（平成16年 8月31日現在）

金 額 構 成 比

受 取 手 形

流 動 資 産

そ の 他

固 定 資 産

６.

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

３.

４.

５.

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

繰 延 資 産

無 形 固 定 資 産

(1) 有 形 固 定 資 産

土 地

そ の 他３.

建 物

投 資 そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

当 中 間 会 計 期 間 末
（平成17年 8月31日現在）

金 額 構 成 比

（平成17年 2月28日現在）

金 額 構 成 比

１.

２.

１.

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

前事業年度の要約貸借対照表
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（単位：百万円）

期　　別   

科　　目

前 中 間 会 計 期 間 末
（平成16年 8月31日現在）

金 額 構 成 比

当 中 間 会 計 期 間 末
（平成17年 8月31日現在）

金 額 構 成 比

（平成17年 2月28日現在）

金 額 構 成 比

前事業年度の要約貸借対照表

Ⅰ

75 106 162

※２ 7,944 8,423 7,453

※２ 13,582 19,276 21,508

83 34 69

320 242 283

150 144 101

- - 222

2,429 121 2,201

※５ 5,591 5,149 5,969

30,179 35.4 33,497 39.8 37,972 44.5

Ⅱ

5,110 7,890 6,150

※２ 24,092 16,675 15,614

823 726 779

261 264 264

4,719 4,821 4,694

211 211 211

35,219 41.3 30,588 36.4 27,713 32.4

65,398 76.7 64,086 76.2 65,685 76.9

Ⅰ 4,099 4.8 4,099 4.9 4,099 4.8

Ⅱ

3,644 3,644 3,644

3,644 4.3 3,644 4.3 3,644 4.3

Ⅲ

358 358 358

11,406 11,406 11,406

23 327 21

11,789 13.8 12,093 14.4 11,787 13.8

Ⅳ 287 0.4 166 0.2 205 0.2

Ⅴ △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0 △ 0 △ 0.0

19,819 23.3 20,003 23.8 19,735 23.1

85,218 100.0 84,089 100.0 85,421 100.0

６.

５.

４.

３.

販 売 促 進 引 当 金

店 舗 閉 鎖 損 失 引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

９.

社 債

長 期 借 入 金

流 動 負 債 合 計

１.

そ の 他

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

１. 資 本 準 備 金

資 本 金

資 本 合 計

１. 利 益 準 備 金

自 己 株 式

３. 中間（当期）未処分利益

２. 任 意 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

その他有価証券評価差額金

２.

３.

４.

流 動 負 債

１.

２.

未 払 法 人 税 等

６.

負 債 ・ 資 本 合 計

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 引 当 金

長 期 預 り 保 証 金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債

（ 資 本 の 部 ）

（ 負 債 の 部 ）

そ の 他

８.

５. 賞 与 引 当 金

７.

設 備 関 係 支 払 手 形
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（単位：百万円）

期     別  

科     目

％ ％ ％

Ⅰ   56,323 100.0 56,577 100.0 117,178 100.0

Ⅱ 42,686 75.8 43,023 76.0 88,888 75.9

13,637 24.2 13,553 24.0 28,289 24.1

Ⅲ  2,784 5.0 2,543 4.5 5,489 4.7

16,421 29.2 16,096 28.5 33,779 28.8

Ⅳ   ※１ 16,649 29.6 16,047 28.4 33,743 28.8

△ 227 △ 0.4 48 0.1 35 0.0

Ⅴ ※２ 348 0.6 317 0.5 728 0.6

Ⅵ ※３ 407 0.7 344 0.6 737 0.6

△ 286 △ 0.5 21 0.0 26 0.0

Ⅶ ※４ 557 1.0 274 0.5 274 0.2

Ⅷ ※５ 149 0.3 47 0.1 356 0.3

120 0.2 248 0.4 △ 55 △ 0.0

34 0.1 34 0.0 69 0.1

83 0.1 126 0.2 △ 29 △ 0.0

2 0.0 88 0.2 △ 95 △ 0.1

21 239 239

- - 122

23 327 21

至　平成17年 2月28日
自　平成16年 3月 1日

百分比

当 中 間 会 計 期 間

自　平成16年 3月 1日
至　平成16年 8月31日

百分比

前 中 間 会 計 期 間

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）

営 業 利 益 又 は
営 業 損 失 （△）

金 額 百分比

自　平成17年 3月 1日
至　平成17年 8月31日

金 額 金 額

前 期 繰 越 利 益

税引前中間純利益又は
税引前当期純損失(△)

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

中 間 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

中 間 配 当 額

中間(当期)未処分利益

売 上 総 利 益

営 業 総 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

特 別 利 益

特 別 損 失

売 上 高

売 上 原 価

営 業 収 入

販売費及び一般管理費

前 事 業 年 度 の
要 約 損 益 計 算 書

-  29  -
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期 別 当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日

項 目 至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

１．資産の評価基準及び評価 (1)有価証券 (1)有価証券 (1)有価証券

方法 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの

中間決算日の市場 同 左 決算日の市場価格

価格に基づく時価 に基づく時価法（

法（評価差額は全 評価差額は全部資

部資本直入法によ 本直入法により処

り処理し、売却原 理し、売却原価は

価は移動平均法に 移動平均法により

より算定） 算定）

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの

移動平均法による 同 左 同 左

原価法

(2)たな卸資産 (2)たな卸資産 (2)たな卸資産

商 品･･･売価還元法に 商 品 商 品

よる原価法 同 左 同 左

貯蔵品･･･最終仕入原価 貯蔵品 貯蔵品

法 同 左 同 左

２．固定資産の減価償却の方 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産 (1)有形固定資産

法 定額法を採用しており 定率法（ただし、建物 同 左

ます。 （建物付属設備 は除

なお、主な耐用年数は く）は定額法）を採用

以下のとおりでありま しております。

す。 なお、主な耐用年数は

建物 15～47年 以下のとおりでありま

構築物 10～20年 す。

器具備品 ５～10年 建物 15～47年

（会計方針の変更） 構築物 10～20年

有形固定資産（ただ 器具備品 ５～10年

し、建物付属設備は除

く建物以外）の減価償

却方法につきましては

従来、定率法を採用し

ておりましたが、当中

間会計期間より定額法

に変更いたしました。

この変更は、近年にお

ける賃借物件の取得、

既存店舗の改装・増

築、新規出店に伴い設

備投資が増加してお

り、これを機にすべて

の有形固定資産の使用

状況を見直した結果、
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期 別 当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日

項 目 至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

有形固定資産は今後長

期安定的に使用され、

設備投資の効果も毎期

規則的に現れると考え

られるので、より適切

な費用配分に基づく合

理的な期間損益計算を

行うため、定額法を採

用することとしたもの

であります。

この変更に伴い、従来

の方法によった場合と

比較して 減価償却費

は226百万円減少し、

経常損失は同額減少

し、税金等調整前中間

純利益は同額増加して

おります。

(2)無形固定資産 (2)無形固定資産 (2)無形固定資産

定額法を採用しており 同 左 同 左

ます。なお、ソフトウ

ェア（自社利用）につ

いては、社内における

見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法を

採用しております。

３．繰延資産の処理方法 (1)社債発行費 (1)社債発行費 (1)社債発行費

商法施行規則の規定に 同 左 同 左

より３年間で毎期均等

額を償却しておりま

す。

４．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金 (1)貸倒引当金

一般債権については貸 同 左 同 左

倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権

については個別に回収

可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上して

おります。

(2)賞与引当金 (2)賞与引当金 (2)賞与引当金

従業員に対して支給す 同 左 従業員に対して支給す

る賞与の支出に充てる る賞与の支出に充てる

ため、将来の支給見込 ため、将来の支給見込

額のうち当中間会計期 額のうち当期の負担額

間の負担額を計上して を計上しております。

おります。
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期 別 当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日

項 目 至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

(3)販売促進引当金 (3)販売促進引当金 (3)販売促進引当金

当社はポスフールカー 同 左 当社はポスフールカー

ド会員の累積購買金額 ド会員の累積購買金額

に基づき販売促進券 に基づき販売促進券

（ポスフールお買物感 （ポスフールお買物感

謝券）を交付しており 謝券）を交付しており

ます。 ます。

当該販売促進券の利用 当該販売促進券の利用

による将来の費用負担 による将来の費用負担

に備えるため、当中間 に備えるため、当事業

会計期間末における累 年度末における累積購

積購買金額及び利用実 買金額及び利用実績率

績率に基づき、将来利 に基づき、将来利用さ

用されると見込まれる れると見込まれる額を

額を引当計上しており 引当計上しておりま

ます。 す。

(4) (4) (4)店舗閉鎖損失引当金

将来の店舗閉鎖に伴

い、発生すると見込ま

れる損失額を計上して

おります。

(5)退職給付引当金 (5)退職給付引当金 (5)退職給付引当金

従業員の退職金給付に 同 左 従業員の退職金給付に

備えるため、当事業年 備えるため、当事業年

度末における退職給付 度末における退職給付

債務及び年金資産の見 債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間 込額に基づき計上して

会計期間末において発 おります。

生していると認められ なお、会計基準変更時

る額を計上しておりま 差異（478百万円）に

す。なお、会計基準変 ついては、５年による

更時差異（478百万 按分額を費用処理して

円）については、５年 おります。数理計算上

による按分額を費用処 の差異は、各事業年度

理しております。数理 の発生時における従業

計算上の差異は、その 員の平均残存勤務期間

発生時の従業員の平均 以内の一定の年数（10

残存勤務期間以内の一 年）による定額法によ

定の年数（10年）によ り按分した額をそれぞ

る定額法により按分し れ発生の翌事業年度よ

た額をそれぞれ発生の り費用処理しておりま

翌事業年度より費用処 す。

理しております。
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期 別 当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日

項 目 至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

(6)役員退職引当金 (6)役員退職引当金 (6)役員退職引当金

役員の退職慰労金の支 同 左 役員の退職慰労金の支

出に備えて、内規に基 出に備えて、内規に基

づく中間期末要支給額 づく期末要支給額を計

を計上しております。 上しております。

なお、平成16年４月の なお、平成16年４月の

取締役会において役員 取締役会において役員

退職慰労金内規の改訂 退職慰労金内規の改訂

を行い、平成16年３月 を行い、平成16年３月

以降の役員退職慰労金 以降の役員退職慰労金

の新規積立を停止する の新規積立を停止する

ことを決議しました。 ことを決議しました。

そのため、平成16年３ そのため、平成16年３

月以降の役員退職慰労 月以降の役員退職慰労

金の引当計上は行って 金の引当計上は行って

おりません。 おりません。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借 同 左 同 左

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処

理によっております。

６．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法

特例処理の要件を満た 同 左 同 左

している金利スワップ

について、特例処理を

採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ (2)ヘッジ手段とヘッジ (2)ヘッジ手段とヘッジ

対象 対象 対象

ヘッジ手段・・・ ヘッジ手段・・・ ヘッジ手段・・・

金利スワップ取引 金利スワップ取引 金利スワップ取引

ヘッジ対象・・・ ヘッジ対象・・・ ヘッジ対象・・・

借入金及び社債 借入金 借入金及び社債

(3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針

デリバティブ取引は借 同 左 同 左

入金利等の将来の金利

市場における利率上昇

による変動リスク回避

を目的としており、投

機的な取引は行わない

方針であります。

７．その他中間財務諸表（財 (1)消費税の会計処理 (1)消費税の会計処理 (1)消費税の会計処理

務諸表）作成のための基 消費税の会計処理は、 同 左 同 左

本となる重要な事項 税抜方式によっており

ます。
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（ 追加情報 ）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日
至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

「地方税法等の一部を改正する法

律 （平成15年法律第９号）が平成」

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い （平成16年２月13日」

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上しておりま

す。この結果、販売費及び一般管理

費が48百万円増加し、営業損失及び

経常損失が48百万円増加し、税引前

中間純利益が48百万円減少しており

ます。

（中間貸借対照表関係）

期 別 当中間会計期末 前中間会計期末 前 事 業 年 度 末

(平成17年 8月31日現在) (平成16年 8月31日現在) (平成17年 2月28日現在)項 目

※１．有形固定資産減価償却累計額 17,412 百万円 16,812 百万円 17,426 百万円

※２．担保に供している資産及びこ

れに対応する債務

(1)担保に供している資産 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 「 そ の 他 」
101 101 101

（ ）１年以内返還予定長期差入保証金

建 物 6,194 3,973 6,251

土 地 3,185 2,147 3,177

長 期差入保証金 1,088 1,185 1,142

投 資 その 他の 資産 「 その 他」

（投資有価証券） 2 2 2

（関係会社出資金） 1 1 1

合 計 10,574 7,411 10,676

(2)上記に対応する債務 百万円 百万円 百万円

短 期 借 入 金
421 - 293

（ ）1年以内返済予定長期借入金

長 期 借 入 金 4,102 524 2,230

買 掛 金 1 3 1

合 計 4,525 527 2,525
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期 別 当中間会計期末 前中間会計期末 前 事 業 年 度 末

(平成17年 8月31日現在) (平成16年 8月31日現在) (平成17年 2月28日現在)項 目

※３．長期債権の主な内訳は右記の 財務諸表等規則第32条 財務諸表等規則第32条 財務諸表等規則第32条

とおりであります。 第1項第10号にいう｢破 第1項第10号にいう｢破 第1項第10号にいう｢破

産債権、再生債権、更 産債権、再生債権、更 産債権、再生債権、更

生債権その他これらに 生債権その他これらに 生債権その他これらに

準ずる債権」でありま 準ずる債権」でありま 準ずる債権」でありま

す。 す。 す。

株式会社小樽ベイシテ 株式会社小樽ベイシテ 株式会社小樽ベイシテ

ィ開発に対する差入保 ィ開発に対する差入保 ィ開発に対する差入保

証金 証金 証金

･･･3,681百万円 ･･･3,681百万円 ･･･3,681百万円

東栄株式会社に対する 東栄株式会社に対する 東栄株式会社に対する

差入保証金 差入保証金 差入保証金

･･･1,911百万円 ･･･2,010百万円 ･･･1,957百万円

株式会社小樽ベイシテ 株式会社小樽ベイシテ 株式会社小樽ベイシテ

ィ開発 ィ開発 ィ開発

同社は、 同 左 同 左平成13年10

月12日に民事再生手

続の開始決定を受

け、平成14年７月３

日に別除権付き債権

の取扱いを除き、同

社の再生計画が確定

しました。当該計画

によれば、当社の差

入保証金は、同社所

有の土地と建物に抵

当権を付しているた

め、別除権付き債権

と定められていま

す。今後同社と保証

金等の取扱を決定す

ることになります。

東栄株式会社 東栄株式会社 東栄株式会社

同社は、平成15年２ 同 左 同 左

月６日に民事再生手

続の開始決定を受

け、平成15年11月26

日に再生計画案が認

可決定を受けまし

当社は同社に対た。

し、店舗の賃借に伴

う保証金を差入れて

おりますが、賃借物

件の土地・建物に差

入保証金と同額の抵
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期 別 当中間会計期末 前中間会計期末 前 事 業 年 度 末

(平成17年 8月31日現在) (平成16年 8月31日現在) (平成17年 2月28日現在)項 目

当権を設定しており

ます。

なお、同社の民事再

生手続申立て後、当

社の支払賃料を差入

保証金と相殺してお

ります。

上記記載の差入保証金 上記記載の差入保証金 上記記載の差入保証金

については、別除権協 については、別除権協 については、別除権協

定の内容、各社の民事 定の内容、各社の民事 定の内容、各社の民事

再生手続等の今後の進 再生手続等の今後の進 再生手続等の今後の進

展及び資産の買取交渉 展及び資産の買取交渉 展及び資産の買取交渉

次第ではありますが、 次第ではありますが、 次第ではありますが、

その一部が返済されな その一部が返済されな その一部が返済されな

い可能性があります。 い可能性があります。 い可能性があります。

※４．中間貸借対照表（貸借対照 長期差入保証金には、 長期差入保証金には、 長期差入保証金には、

表）注記３．に記載されてい 中間貸借対照表注記 中間貸借対照表注記 貸借対照表注記３．に

る会社に対する敷金 ３．に記載されている ３．に記載されている 記載されている会社に

会社に対する敷金が、 会社に対する敷金が、 対する敷金が、下記の

下記のとおり含まれて 下記のとおり含まれて とおり含まれておりま

おります。 おります。 す。

株式会社小樽ベイシテ 株式会社小樽ベイシテ 株式会社小樽ベイシテ

ィ開発 2,454百万円 ィ開発 2,454百万円 ィ開発 2,454百万円

東栄株式会社 東栄株式会社 東栄株式会社

1,134百万円 1,134百万円 1,134百万円

各社の民事再生手続等 各社の民事再生手続等 各社の民事再生手続等

の結果次第では、その の結果次第では、その の結果次第では、その

一部が返済されない可 一部が返済されない可 一部が返済されない可

能性があります。 能性があります。 能性があります。

※５．消費税の取扱い 仮払消費税及び仮受消 同 左

費税は相殺のうえ、流

動負債のその他に含め

て表示しております。



- 37 -

（中間損益計算書関係）

期 別 当中間会計期間 前中間会計期間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日
至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日項 目

※１．減価償却実施額 百万円 百万円 百万円

有 形 固 定 資 産 405 593 1,281

無 形 固 定 資 産 308 170 416

合 計 713 764 1,697

※２．営業外収益の主要項目

受 取 利 息 146 百万円 113 百万円 396 百万円

受 取 配 当 金 5 百万円 6 百万円 10 百万円

匿 名 組 合 出 資 損 益 125 百万円 126 百万円 202 百万円

※３．営業外費用の主要項目

支 払 利 息 261 百万円 221 百万円 466 百万円

社 債 利 息 31 百万円 25 百万円 60 百万円

※４．特別利益の主要項目

債 権 回 収 益 557 百万円 - 百万円 - 百万円

債 権 譲 受 益 - 百万円 274 百万円 274 百万円

※５．特別損失の主要項目

店 舗 閉 鎖 損 失 101 百万円 - 百万円 222 百万円

退 職 給 付 会 計 基 準 47 百万円 47 百万円 95 百万円
変 更 時 差 異 償 却 額
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（リ ー ス 取 引 関 係）
（単位：百万円）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日

至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

１.リース物件の所有権が借主に移 １.リース物件の所有権が借主に移 １.リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の 転すると認められるもの以外の 転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引 ファイナンス・リース取引

(1)リース物件の取得価額相当 (1)リース物件の取得価額相当 (1)リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及 額、減価償却累計額相当額及 額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 び中間期末残高相当額 び期末残高相当額

取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 中間期末 取 得 減価償却 期 末
価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高 価 額 累 計 額 残 高
相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額 相 当 額

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産
9,762 4,921 4,840 10,707 5,280 5,427 11,005 5,223 5,782(器具備品) (器具備品) (器具備品)

有形固定資産 有形固定資産 有形固定資産
26 17 8 35 18 16 31 19 12(そ の 他) (そ の 他) (そ の 他)

合 計 9,788 4,939 4,848 合 計 10,742 5,298 5,443 合 計 11,037 5,242 5,795

(2)未経過リース料中間期末残高 (2)未経過リース料中間期末残高 (2)未経過リース料期末残高相当

相当額 相当額 額

１ 年 内 1,676 １ 年 内 2,302 １ 年 内 2,181

１ 年 超 3,280 １ 年 超 3,273 １ 年 超 3,733

合 計 4,957 合 計 5,576 合 計 5,915

(3)支払リース料、減価償却費相 (3)支払リース料、減価償却費相 (3)支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 当額及び支払利息相当額 当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 1,046 支 払 リ ー ス 料 1,037 支 払 リ ー ス 料 2,092

減価償却費相当額 960 減価償却費相当額 933 減価償却費相当額 1,890

支 払利息相当額 74 支払利息相当額 104 支払利息相当額 182

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、 同 左 同 左

残存価額については、リース

契約上に残価保証の取り決め

がある場合は当該残価保証

額、それ以外は零とする定額

法によっております。

(5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法 (5)利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の 同 左 同 左

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法に

よっております。

２.オペレーティング・リース取引 ２.オペレーティング・リース取引 ２.オペレーティング・リース取引

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料

１ 年 内 2,559 １ 年 内 2,303 １ 年 内 2,303

１ 年 超 19,008 １ 年 超 17,071 １ 年 超 15,919

合 計 21,567 合 計 19,374 合 計 18,222
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（ 有価証券関係 ）

当中間会計期間（平成17年 8月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前中間会計期間（平成16年 8月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

前事業年度（平成17年 2月28日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

（ １株当たり情報 ）

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
（平成17年 8月31日現在） （平成16年 8月31日現在） （平成17年 2月28日現在）

１株当たり純資産額 809円 36銭 １株当たり純資産額 816円 83銭 １株当たり純資産額 805円 92銭

１株当たり中間純利益 0円 9銭 １株当たり中間純利益 3円 60銭 １株当たり当期純損失 3円 89銭

なお、潜在株式調整後１株当たり なお、潜在株式調整後１株当たり なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在 中間純利益金額については、潜在 当期純利益金額については、１株

株式が存在しないため記載してお 株式が存在しないため記載してお 当たり当期純損失が計上されてお

りません。 りません。 り、また、潜在株式が存在しない

ため、記載しておりません。

算定上の基礎

当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度
自 平成17年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日 自 平成16年 3月 1日
至 平成17年 8月31日 至 平成16年 8月31日 至 平成17年 2月28日

１株当たり中間（当期）純利益

中間純利益又は
2 百万円 88 百万円 △95 百万円

当期純損失（△）

普通株主に帰属しない金額 - 百万円 - 百万円 - 百万円

普通株式に係る中間純利益
2 百万円 88 百万円 △95 百万円

又は当期純損失（△）

期中平均株式数 24,488,526 株 24,488,606 株 24,488,582 株


